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[当事者名]

被上告人（控訴人・原告）中山商事株式会社　

対　

上告人（被控訴人・被告）株式会社ベスト電器
[事実の概要]
被上告人中山商事株式会社（以下では、「中山商事」とするは、訴外株式会社カツラ（以下では、「カツラ」とする）との間で、中山商事のカツラに対する現在及び将来の債権を担保するため、カツラが上告人である株式会社ベスト電器（以下では、「ベスト電器」とする））を含む１１社に対して現在および将来有することになる債権について譲渡予約を締結した。平成５年11月5日、中山商事は、同月五日、カツラに対し、本件予約の完結の意思表示をし、カツラに対する債権額の限度内で、カツラからあらかじめ預託を受けていた債権譲渡通知書に日付、譲渡債権の額等を補充した上、ベスト電器を含む１１社に右通知書を発送し、右通知書は、翌六日ころ、右１１社に到達した。中山商事は、カツラのベスト電器に対する債権を譲り受けたとして、ベスト電器に対し、右債権の履行を求める訴訟を提起した。この中山商事の請求は、第一審では棄却されたが、原審で認容された。そこで、ベスト電器は、本件予約は、譲渡の目的となる債権が特定されておらず、また、カツラに対する他の債権者との均衡を害するばかりでなく、カツラの利益を損なう著しく不公平な内容のものであって、公序良俗に反し無効であるなどと主張して上告した。

[判旨]

「１　まず、債権譲渡の予約にあっては、予約完結時において譲渡の目的となるべき債権を譲渡人が有する他の債権から識別することができる程度に特定されていれば足りる。そして、この理は、将来発生すべき債権が譲渡予約の目的とされている場合でも変わるものではない。本件予約において譲渡の目的となるべき債権は、債権者及び債務者が特定され、発生原因が特定の商品についての売買取引とされていることによって、他の債権から識別ができる程度に特定されているということができる。
２　次に、本件予約によって担保される債権の額は将来増減するものであるが、予約完結の意思表示がされた時点で確定するものであるから、右債権の額が本件予約を締結した時点で確定していないからといって、本件予約の効力が左右されるものではない。
３　また、前記のような本件予約の締結に至る経緯に照らすと、被上告人がカツラの窮状に乗じて本件予約を締結させ、抜け駆け的に自己の債権の保全を図ったなどということはできない。さらに、本件予約においては、カツラに被上告人に対する債務の不履行等の事由が生じたときに、被上告人が予約完結の意思表示をして、カツラがその時に第三債務者である上告人らに対して有する売掛代金債権を譲り受けることができるとするものであって、右完結の意思表示がされるまでは、カツラは、本件予約の目的となる債権を自ら取立てたり、これを処分したりすることができ、カツラの債権者もこれを差し押さえることができるのであるから、本件予約が、カツラの経営を過度に拘束し、あるいは他の債権者を不当に害するなどとはいえず、本件予約は、公序良俗に反するものではない。　
　以上によると、本件予約が有効であるとした原審の判断は、正当として是認することができる。所論引用の判例は、事案を異にし本件に適切でない。論旨は採用することができない。」
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